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女子短期大学における航空会社との産学連
携を活かした教育プログラムに関する考察 
― 実践的なマインド教育の一例を中心にして ― 
 
A Study of the Educational Programs under the Liaison 
 
森川 佳世 
    MORIKAWA Kayo 
 
 
The purpose of this paper based on some researches and questionnaire is to examine the 
Liaison with Japanese Carrier and the practical educational programs developed out of the 
liaison relationship between a junior college and an airline company.  ‘Liaison’ here means 
the Industry-Academia Alliances.  One of the most important issues for the career education 
in a junior college for women in Japan is her distinction from a technical school.  I should 
like to prove in the following discussion that practicing educational programs aimed at the 
development of hospitality mind ought to be a priority concern in order to maintain her 
identity and distinction from other types of educational institutions.  
埼玉女子短期大学研究紀要 第 21 号 2010.03 
 －348－
目次 
Ｉ．はじめに 
Ⅱ．定義 
Ⅲ．Ｓ女子短期大学の取り組み 
Ⅳ．エアラインスタイルのマインド教育 
 1 実態 
2 企業が求める人材とその能力 
3 教育実例 
(1) 制服着用実習による疑似体験プログラム 
(2) Customer Satisfaction (CS)活動の実践プログラム 
Ⅴ．結び――産学連携の様々な在り方 
 
 
Ｉ．はじめに 
 
 1990年代後半以降、日本の産学連携への取り組みは、ヨーロッパ、アメリカにおける企業と
大学との成熟した産学連携システムを手本として、知識社会、知識集約型産業が主流となってい
る現代において、国際競争力の向上を睨んだ不可欠なものとして進展してきた。 
一般的に言われている「産学連携」とは、大学の研究を産業界に活用し企業側の新しいビジネ
スに繋げる可能性を示し、一方、大学側は企業のノウハウによる専門的な研究からの「学」を向
上させるメリットがあると考えられている。それは、わが国でも、大学におけるMOT プログラ
ムやMBA 講座の開設が近年盛んになっていることでも理解できる。また、知的労働者を抱える
産業界からも、異なるドメインを持つ大学教育に参画することは、産業界のニーズに対応できる
人材育成の取り組みにも役立っている。周知されているインターンシップやフェローシップ制度
などはその代表例である。 
専門学校とはまた異なる存在意義を持つ短期大学においても、産学連携のメリットを最大限に
活かす教育プログラムのあり方は、その教育戦略のコアに発展する重要な要素となってきている
と思われる。 
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Ⅱ．定義――― 短期大学における「産学連携」とは何か？ 
 
「産学連携」を「産業界と学界という異なるドメインに所属する組織または人材が、ドメイン
を越えて、知識や技術に関して、ある一定の期間に意図的に協力する、インターラクティブなプ
ロセス、またはこれを促進する仕組み」注1との一般的な定義を更に絞り込む形で、本稿では、「女
子短期大学」という専門的な研究機能の一般的に物理的に低い環境下における、企業の業態を意
識した専門教育ではなく、ホスピタリティ産業の代表格であるエアラインを一例とし、そこで実
施されているマインド教育の応用に主眼を置いたプログラムとする限定的な定義を提示する方が
適切であろうと考える。 
 
 
Ⅲ．Ｓ女子短期大学の取り組み 
 
具体例となるＳ女子短期大学注 2 における「産学連携」は、Ａ航空会社注 3 グループのシンクタ
ンクであるＡ総合研究所注4 との基本合意書の締結をもって、2008 年度から本格的に始動した。 
国際コミュニケーション学科に専任の講師を派遣し、ANA グループの人材の現場経験を教育
の場に生かし、インターンシップの実施や教材の共同開発を行い、社会に求められる人材育成を
目的としたプログラムである。 
具体的には、A 航空会社をエアラインの一事例として捉え、エアラインの労働集約型ビジネス
のしくみや産業論、加えて接遇に必要な身だしなみ・立ち居振る舞い・コミュニケーション力・
プレゼンテーション力の養成を主眼とした演習を行っている。航空業界で求められる人材にター
ゲットをおきながら、本質的には対人コミュニケーション能力・ホスピタリティを重視した教育
によって、業界を問わず広く活躍できる人材育成を目指している。 
 
 
Ⅳ．エアラインスタイルのマインド教育 
 
1 実態 
 エアライン業界に対する漠然としたイメージと経験上評価できるエアライン体験を基に、産学
連携において「学」側はビジネスマナー・接客／接遇における顧客心理の理解と相応する行動、
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或いは対異文化を含む対人コミュニケーション能力の習熟を期待する。 
一般的に航空会社の新入社員教育では、他の多くの国内企業同様、社員となるために必要な基
礎知識と心構えを身につける事に重きを置いている。その後職種に応じて多様化する。 
短期大学では、1 学年終盤から 2 学年前半迄にかけての約 1 年間で、企業の必要としている人
材について企業研究をすると共に、採用試験において求める人材への可能性を企業側にアピール
する力が必要とされる。 
しかし、エアライン業界が他の業界と大きく異なる人材を求めていることは無く、カリキュラ
ムをプログラムする上ではこの点は重要なポイントとなる。つまり、対象学生が航空会社社員、
とりわけ女子学生がイメージしている客室乗務員やカスタマーフロント職は、それ自体になるた
めの特別な教育が必要だと誤認しているため、この点を根本から覆す必要がある。エアライン業
界への就職を漠然と希望し、相応の科目を選択した学生にとってこの誤認の是正は想像以上に難
しい。しかし誤認の是正にはこの「誤認」を活かした手法がしばしば効果を発揮する。 
 
2 企業が求める人材とその能力 
 
では、客室乗務員の新卒採用の場合はどうであろうか。その採用条件においては、最優先され
るのは安全及び保安に関する考えを持つ人材であり、またそれに基づく行動を迅速に実践できる
素養のある人材ということは当然である。そして、それに加えて下記の必要な要素を持つ人材で
ある。その要素とは、客室乗務員が顧客と接点を持つ場面において必須条件として求められる 3
点である； 
１）外面性、つまり、第一印象の良さ、そしてマイナス印象が無いこと。 
２）内面性、つまり、親しみやすさと注意力（気付く・気が利く・機転が利く）があること。 
３）コミュニケーション能力、つまり応対能力の高さ、そして日本語、英語、その他の 
言語能力をツールとして顧客の求めるものの半歩先を予知しながら求めるものに応え 
ることのできるアプローチ能力があること。 
 
カスタマーフロント職は、職業人、企業人、そして社会人としての自己実現力に加えて、IT能力
（即戦力の業務処理能力性）が求められるが、しかし、客室乗務員は、乗客とある意味「衣食住」
を共にするという職務の性格上、より深いコミュニケーション能力が要求されている。 
問題は、このコミュニケーション能力が、「資格」や「数値」のように具象化しにくいことであ
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る。そのため、客室乗務員の採用においては、コミュニケーション能力の一角である「語学力」
のみがクローズアップされ、外面性（面接のノウハウを含む）と語学力の醸成のみに評価が留ま
ってしまうということになる。 
就職というよりも採用への「合格」という点だけに着眼すれば、この手法（外面性と語学力）
を高めることは効率的である。しかしながら、真の意味で企業が求める人材とは、その合格力、
就職力注5があるということではなく、本質的な「人間力」を備えた人材である。それ故、短期大
学におけるキャリア教育は、この点を決して見失ってはならないのである。 
 
3 教育実例 
 
前述の「学生の誤認の是正」、「企業が真に求める人材の育成」という視点から、短期大学エア
ライン・ホスピタリティコースにおける産学連携プログラムを紹介する。 
 
3.1 制服着用実習による疑似体験プログラム 
3.1.1制服の定義 
制服とは、広辞苑によれば「ある集団に属する人（生徒・警察官）が着るように定められた服
装」注6であり、正規の服、制定された服、とある。 
これら制服は、一定の組織の中にある基準・制度として定められており、その遵守は絶対的な
強制力を持つ。学校や会社の服務規律に違反することは、ある種の罰則を常に伴う。エアライン
教育における「制服」とは所謂空港職員・乗務員が着用しているスカーフを纏ったスーツスタイ
ルを前提としている。また飲食サービスでは統一したエプロンを着用し、機能性を重視した単な
る作業着の域を超えた制服の持つ社会的責任や企業イメージを備えた「着用への拘束を受ける被
服」として捉えて、以下「制服」と称することとする。 
3.1.2実例 
エアラインコースで学ぶ学生にとって、リクルートスタイルの身だしなみで講義に臨むことは
主流であり、同コースであってもエアライン就職を希望していない学生にとっては、自分たちが
支流であるという心理もまた自然に学生達に生まれている。入学後約1か月以内でこのコース特
有の環境作りが出来るかどうかで、学生のモチベーションの質に差が生じてくる。コースの学生
をこの心理状態にすることから「誤認」を活用したマインド醸成教育が始まる。 
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① 疑似体験の調査とその目的 
実践（キャリア）教育として、「制服」が学生の意識にいかに働くかについての調査を行ない、
またその教育効果を測定した。その調査方法は、一方は通常のスーツスタイルでの授業出席をす
る学生と、またもう一方は制服着用での授業出席をする学生との群での違いに着目し、女子学生
達にとって疑似体験がもたらす効果を測定した。 
② 調査方法と調査場所 
実施時期は、2009年4月と7月の2回、場所は埼玉県の短期大学である。 
③ 調査対象 
短期大学在学のエアライン・ホスピタリティコース、「特別演習」を履修した学生 40名（1 年
生39名、2年生1名）を調査の対象とした。 
④ アンケートの内容 
A）制服を着用した実習はあなたにとって効果があると思いますか？ 
効果がある  効果は無い  どちらとも言えない（3択） 
B）選択した項目について具体的にどのような点でそう思うかを自由に書いてください。 
⑤ 調査開始までのプロセス 
本調査の対象となった学生が履修する「特別演習」とは、エアライン路線での空港、そして機
内での場面を想定した簡単な模擬業務を日本語及び英語で実習するものである。そのロールプレ
イに入る前提として、接客の基本となる第一印象の重要性を説明し、その後、学生に実践を促し
た。 
具体的には、日本古来の「人は見かけによらない」という思想は大切にしつつ、発想の転換を
させるものである。つまり、「人は見かけによる」ということに基づき指導するものである。 
最近の女子学生は、髪を明るい茶色に染める、爪は長く、ネールアートを含め派手に色をつけ
る、ピアス・イアリングをつける、髪型は不揃い、前髪は常に顔にかかる等を日常としている。
そのファッションは、高校での校則の反動が見られるということかもしれない。そのようなこと
から、学生に「人は見かけによる」という一面を実事例を用いて説明し理解させても、実践（見
かけによるファッション性のある行動）にはなかなか結びつかない。当該コース（授業）におけ
る服務ルールは、高校の校則とは違い罰則はないため、拘束力は学生本人が自身のなかで醸成す
るしかない。授業のなかで統制というルールを敷くことは、学生が反感を持ったままとなり、単
に一時的な変化を求めるのではマインド教育として全く意味を成さなくなる。 
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授業は以下のフローで実施した。 
4 月前半 授業の目的を説明し、自らが望む目標に役に立つと考えた者のみが履修することを
確認する。  
    ■ 第1回調査 
4 月後半 企業にとって制服が持つ意味について理解させ、この授業の前提であるエアライン
において求められている服務規律について紹介する。企業にとって重要な「制服」
を着用できる外見になった時期から、制服実習にする旨を説明。同時に課外でヘア
スタイル・メイクなどのトータル指導を個別に実施。 
5月中旬 クラスに徐々に変化があらわれてくるが、まだ10％程度は行動化出来ていない。 
5月後半 不完全な状態であるが、次週より制服着用実習を告げる。 
7月下旬 ■ 第2回調査 
⑥調査結果 
 A.制服着用の効果について  
第1回、2回共に効果がある100％ 効果は無い0％ 
 B.具体的にどのような点に効果があると感じるか 
 自由記述からキーワードを抽出し、数値化した。 
 第1回調査   Table1 制服着用実習の効果 
順位            分類                 度  数 
1 エアラインの雰囲気がつかめる                 27  (67.5%) 
2 実習が楽しい                         24  (60.0%) 
3 やる気が出る                         16  (40.0%) 
4 憧れだったから                                                 8  (20.0%) 
5  実習に臨む心構えが出来る                                       8 (20.0%) 
6 CA/GSになった気分がする                                      4  (2.5%) 
（40人が回答） 
第2回調査   Table2 制服着用実習の効果 
順位            分類                 度  数 
1 周囲が皆きれいになっていった                  25(62.5%) 
2 目的が明確になった                                              22(55.0%) 
3 身だしなみが乱れていると制服が似合わないことを自覚した          18(45.0%) 
4 実習に臨む心構えが出来る                                        17(42.5%) 
5  チームワークという意識が生まれた                                10(25.0%) 
6 努力をするようになった                                           8(20.0%) 
7  エアラインの雰囲気がつかめる                                     8(20.0%)   
8 実習が楽しい                                                     3( 7.5%) 
（40人が回答） 
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二度に渡る調査結果をみると、「エアライン・ホスピタリティコース」を選択している学生対象
の調査であるため、エアラインの外見上のイメージに「制服」が占める割合は高い。そのため制
服着用の実習については全員が「効果がある」と回答している。この結果はある程度想定してい
たが、着目すべきはその「効果」と回答した具体的内容の変容である。 
 第1回目の調査（Table1）では、まだ演習以外のカリキュラムでも航空会社の実像には迫って
いないため、回答を見ると学生達の意識は自分の価値観の中を出ていないことがわかる。自分の
モチベーションや自己満足のために効果があると感じていたのである。社会的対人行動を円滑に
行うことが出来るようになるための最初の一歩としてのリーズナブルな内容である。 
所謂この内容は学生の「個人心理」であり、その時点では社会構造によって規定された概念の
影響を一見殆ど受けていない注7。 
次に第2回調査（Table2）を見ると、明らかにその内容に社会性が読み取れる。自分がどうで
あるかという意見ではなく、他人はどうか、他人との関係性や比較が生まれており、その結果自
分や周囲に起る変化を「成果」とみなしていることがわかる。 
この変化が、外見（身だしなみ）が整っていく以上に重要な点であり、エアラインに限らず全
ての対人社会において不可欠な協調性やコミュニケーション力、同時に「鏡映的自己」注8とも言
うべき「自己発見」に繋がる。 
⑦誤認是正のための「誤認」の活用 
エアラインへの就職のためには、特別な訓練と能力が必要であると思い込んでいる学生がいる
と既に述べた。これは「誤認」であるから教育の場では最終的には是正をしなくてはならない。
制服を着用する実習スタイルの講義は一義的にはこの誤認を助長させるものに見られるかもしれ
ない。類似した教育の一例として、専門学校におけるモックアップ実習や実務体験プログラムが
挙げられる。 
エアライン学科等を備えた専門学校では、目指す職種毎にクラスを分離すると同時に、モック
アップ等空港や機内を想定した模擬施設を備えている。また、海外航空会社とのインターンシッ
プ契約に基づき客室乗務員実習が出来るプログラムを採用している。 
これにはホームステイを基盤とした短期留学の側面もあり、学生にとっては非常に満足度の高
い研修であると推測する。 
しかし、実際にはこの種の訓練的な経験は、少なくとも日系キャリアの採用の可否を左右する
効力は無い。反対に入社する会社以外のサービスマインドや手法を唯一のそれの如く誤解し身に
つけてしまっている学生を訓練し直すのは、手間がかかる。そのような訓練は入社してからで十
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分である。 
「短期大学」としての教育は、専門学校とは異なり目的を明確に持っている学生は少数派であ
るため、社会性の低い学生に自分以外の他人の存在を明確にさせ、その中で自分を見つけながら
切磋琢磨する、考える力をつける指南をすることである。 
特別演習はエアラインの「採用試験に合格」することを目的としていない。しかし、学生は特
別なユニフォームで特別な業務を覚えながら、当初は自分の夢の疑似体験や憧憬の中でまず自己
満足を感じ、そして同じユニフォームを着ているからこそ見えてくる他人の個性や変化に気づく。
当初は制服が規定していた学生の心理を、次第に目に見えないものが規定していく。これが自己
による拘束力＝自制心、そして社会性である。 
 
3.2 Customer Satisfaction (CS)活動の実践プログラム 
企業は顧客の要求に応じた商品を創り提供する。そのプロセスの中では商品の品質を常にチェ
ックすることを忘れず常に顧客の要求への適合性を測る。そうして更によい商品開発を行いニー
ズに応えていくことを延々と続けている。エアラインの CS 戦略の核となる顧客満足度調査の重
要性に関する講義の後、買う立場（顧客）ではなく、売る立場（企業）としての体験をさせる。 
教育実例 3.1.2 で産まれてきた自制心や社会性が、多くの学生が希望している「接客」という
場面においてどのような効果をもたらすかという体感をさせることが狙いである。その手法の一
つとして、学園祭 模擬店における顧客満足度調査を実施した。 
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3.2.1顧客満足度調査 
(1)調査目的 
 模擬店で商品を購買したお客様の満足度を測る調査。 
(2)調査方法 
実施時期 2008年10月 
(3)調査対象  
 模擬店で商品を購買したお客様 359枚配布回答79人（回答率22％） 
(4)調査内容 
 ■総合評価点（0点～100点まで5点刻みの選択） 
 ■再来店志向（したい・したくない・どちらとも言えない） 
 ■良かった点・悪かった点（味・値段・接客・身だしなみ・その他）5段階評価 
 ■印象に残った店員 （ニックネームプレートでの実名記入） 
(5)調査結果 
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 この調査には、学生達のパフォーマンスがお客様からどのように評価されているかを測る目的
以外に、調査項目を学生達によって検討させる段階に第一の目的がある。 
学生達は、それまで「お客様」という立場で店や味、店員等を評価した経験が少なからずある。
評価される経験といえば親や学校の先生からの日常指導や成績などであろう。またアルバイト経
験者であれば、店長やお客様からの評価も経験しているかもしれない。しかしそれらは自分以外
のところで作られた基準によって計られたものであってその基準自体を考えた経験は皆無である。 
 調査項目を検討する時に、学生達は初めて「お客様」の立場を「企業」側に立ちながら考え始
める。そのミーティングが始まり開口一番調査項目に挙げられたのは「身だしなみ」であり、「笑
顔」「言葉遣い」が続いた。味や値段は学生達にとっては二の次であった。そのため、それらは調
査結果にマイナスポイントとして明確に出ている。 
学生に限らず、企業はお客様にとって重要度の高いカテゴリーで高い評価を得ることを重要視
しており、それ以外のカテゴリーへの力の配分は適切に行っている。航空会社が毎年実施してい
る顧客満足度調査によって出しているTQS(Total Quality Score)の算出方法もこの手法である。
予め企業側が顧客に航空会社を選ぶにあたっての重要項目に順位をつけて搭乗旅客に回答しても
らう。調査項目は大きく分けると予約・出発空港・機内・到着空港などが挙げられるが実際には
もっと細分化している。顧客が選んだ重要度の順番に応じてその満足度が高いことが企業として
重要であるという解釈である。 
 学生達が実施した調査は、企業が行っている調査の精度に比べれば稚拙なものではあるが、基
本的な考えやプロセスに大きな差は無い。 
 学生は結果を集計、分析し学内プレゼンテーションを実施した。 
3.2.2学園祭顧客満足度調査後のプレゼンテーション 
 3.2.1の調査結果を受けて、同じデータを基に数グループに分けて分析作業に入った。まとめ方
もプレゼンテーション方法についても全て学生に一任し、学生達がこの調査をどのように受け止
めてまとめるのか、またどう活かそうとするのかを静観することとした。 
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(1) Aグループ分析結果より 
  「店舗における視覚効果の重要性について」 
   結論１（服装）･･･お揃いのユニフォームエプロンの着用は以下のデメリットを改善する
ことで高い購買意欲に繋がる。（■デメリット □メリット ◎改善プラン） 
■ 威圧感があり、近寄りがたい＝入りにくいお店という印象 
□ 見た目に統一感、清潔感があり安心して食品を買おうとする気持ちになる。 
     ◎ お客様との「壁」を無くすように店舗の前に出る者、中に位置する者など店員の
立ち位置を変えた。 
   結論２（看板）･･･的確な情報を分かりやすくお客様に伝える事は「言語」を超える。 
■ ソースの場所・会計の場所がお客様の目線に表示されていないことでクレームに
繋がった。忙しい時には口頭での説明が不足した。 
◎ 看板・表示を混雑した中でも見つけやすい位置に設置する。 
 
(2) Bグループ分析結果より 
   「役割分担とコミュニケーションの重要性について」 
    結論：役割分担は適切なコミュニケーションがあってはじめて成立する。 
模擬店では事前にシミュレーションも行い、業務の手順や配置人数、シフトなどを検
討して臨んだが、その結果以下のようなマイナス点が見られた。 
■自分の与えられたことだけに集中し他への気配りはなかった。 
■小さな情報共有がされなかったため、ミスや未確認が発生した。 
■一人に仕事を任せきりになり、時間管理も出来ていなかった。 
◎役割分担はされていても、縦横の連携を声に出して行う。他の役割についていつも
注視し、必要に応じてヘルプをする。感謝の声かけも行う。 
 
 
 
(3) プレゼンテーションのフィードバックより 
 各プレゼンテーションを受けて全体で討議した結果、次年度に向けて以下のような分析結果が
まとまった。 
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 来年度に向けての課題は「全員が意識を高める」 
  ◎事前準備：発生する事例を想定してマニュアルを作る。始める前、途中途中にミーティン
グを行い、皆とコミュニケーションの場を作ることで チームワークを深める。 
◎自分達も存分に楽しむ：自分達の楽しさはお客様にも必ず伝わる。どんな時も仕事を楽し
み、笑顔で接客する。 
◎ホスピタリティの心を持つ：お客様に対しては勿論のこと、チーム内への思いやりを持っ
た行動は、お店全体のよい雰囲気に繋がり、売り上げにも貢献する。 
 
 上記は、予めある程度結果予測が出来る調査ではあったが、現実にお客様が自分達の仕事に対
して下した評価を目の当たりにすることに、学生達に白けた態度は見られず、全員非常に興味深
くデータを読み解くところから作業は始まっていた。接客にある程度の自信があった者、より長
く店舗での販売をしていた者が必ずしも高い評価を得ていない結果を見て動揺を見せる学生もい
た。 
エアライン関連の履修を続けてきた学生にとって、この顧客満足度調査自体は航空関連の知識
を必要とはしないが、CS戦略の講義や機内ルールを踏まえた実習で培った接客・クレーム対応・
チームワーク・ホスピタリティの具体的表現などが、調査票を作成する過程でも活かされ、学園
祭での体験、その後の結果分析とそのプレゼンテーションという一連の経験の中で確実に育って
きている。 
 
Ⅴ．結び――産学連携の様々な在り方 
 
短期大学の在り方について言えば、とりわけキャリア短期大学を宣言している場合は特に教育
のプロセス、その結果のアウトプットのすべてのフェーズにおいて、社会・企業との接点がより
強く求められ、職業訓練の要素を兼ね備えたカリキュラムが必須である。しかしながら、就職氷
河期を迎えている昨今、産業界と直結したカリキュラムを採用しても、それが直接就職採用には
繋がらない。そこでインターンシップの充実を図ることに力を注ぐこととなり、これが既に「教
育」の大きな部分を占めていると言わざるを得ない。   学生からのインターンシップ後の所
感をまとめても、講義で学んだことを踏まえた研修後の成果を書いている者は少数派であり、そ
こで感じた不足点を研修後の講義で補完しようとする意識も低い。インターンシップでは学生と
主催者である産学は共に日頃勉強していることの意味を実体験する、させることにより、より深
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く理解することに効果を期待しているが、果たしてインターンシップでの経験と終了後の勉学と
がリンケージしているかどうかは改めて検証すべきである。今回の二つの教育事例は、このリン
ケージを探る中で模索しながら取り組んでいる実例であり、学習とインターンシップ、そしてそ
れを活かした教育の場における P-D-C-A サイクル注9として更に進化させなければならない。つ
まり学校が学生に望んでいる社会との接点での成長は、学生が学んでいる実感、その具体的な体
感がインターンシップを含む産業との接点で持てるようなカリキュラム開発の中にある。 
 女子短期大学における「産学連携」が、近年の少子化を背景に大学・産業双方の経営上の戦略、
産業側の人材活用に留まることなく、学生の基本的なポテンシャルを上げるためにどのような教
育が必要なのか、連携した双方がその得意とする分野で培った叡智を以て、この取り組みを成功
させなくてはならないと考える。 
 
注 
注1 経済産業研究所 BBLセミナ (ー2003) 
注2 川口学園・埼玉女子短期大学（埼玉県日高市女影1616） 
注3 全日本空輸株式会社（東京都港区、代表取締役社長：伊東信一郎、以下A航空会社） 
注4 株式会社ANA総合研究所（東京都港区、代表取締役社長：浜田健一郎、以下A総研） 
注5 『広辞苑』第6版 岩波書店、2008年p1553 
注6 新聞や雑誌などに使われるマスコミ造語。（2004年の朝日新聞のコラム・タイトルが始まり）文
字どおりには「就職する力」だが、就職するにあたり必要な個々の能力などを指すよりも、在
籍する大学が、在学生の就職についてどれくらいのバックアップ制度を持ち、どれほどの就職
率を達成しているかなど、大学の就職を実現する機関としての能力、「就職させる力」を評価す
る言葉として使われ、学生募集の際のキーワードとしても用いられる 
注 7 Durkheim(1857-1917,France)個人心理には還元することが出来ない社会構造があって個人の
心理や行動も社会構造によって規定されているという論。個人心理が社会を規定している
（Tarde、1901）の論と反目している。 
注8  Cooly(1864-1929,America)自己とは他者の影響のもとに規定されているという論。 他の誰に
見られているかによって自己も変化する。 
注9 Plan-Do-Check-Actionの頭文字をとって「P-D-C-A」と称する。企業において顧客に商品を提
供する上で必要なプロセスを持った品質管理システムを指す。計画する→計画を実行する→検
証する→改善を図るという一連の流れ。 
女子短期大学における航空会社との産学連携を活かした 
教育プログラムに関する考察 
 
 －361－
参考文献 
1．小口泰平、S.I.T. Bulletin（芝浦工業大学）, No.6, June, (1998) 
2．高木修監修 神山進編集（2008）『被服行動の社会心理学』北大路書房  
3．高木修監修 土田昭司編集（2003）『対人行動の社会心理学』p.2,p3 北大路書房 
4．武田邦彦（2007） 産学連携と工学教育  
5．武田邦彦(1998) 工学における教育プログラムに関する検討委員会 教育プログラム分科  
会報告（委員長 大阪大学 都倉信樹教授） 
6．Durkheim(1857-1917,France)(1897) "Le suicide:Etude de sociologie" Paris:F.Alcon. 
  宮島 喬（訳）自殺論 中央公論社 
7．原山優子 (2003) 産学連携 東洋経済新聞社 
8．溝上慎一(2004)『現代大学生論』日本放送出版協会 
9．H.Brown, "The wisdon of science",Cambridge University Press (1986)London 
10．吉原健二（2001）資格と就職 資格取得支援は学生の未来を開くか、『大学時報』（日本私立大学
連盟） 
11．大学審議会 ２１世紀の大学像と今後の改革方策について (1998年10月26日) 
12．S. F. Eugene " Engineering and the Mind's Eye" (1993) The MIT Press, New York 
13．経済産業研究所 BBLセミナ (ー2003) イノベーションの誘発なる産学連携とは 
  http://www.rieti.go.jp/jp/events/bbl/03062001.html 
14.．日本生産性本部(1958)  アメリカ産学協同の実態 ―産学協同専門視察団報告書 
―目次，p.5，p.67 
15．野村総合研究所(2004) 『経済用語の基礎知識』  第2版 
 
